
　 　 　 　 　 市民税・ 県民税で、寄附金税額控除の対象になる 寄附金は以下のと おり です。

　 　 　 　 　（ １ ） 地方公共団体（ 都道府県や市区町村） への寄附金

　 　 　 　 　 　 　 いわゆる 「 ふる さ と 納税」 の場合です。 ２ ６ ページを ご覧下さ い。

　 　 　 　 　 　 　 ※　 ふる さ と 納税制度の見直し によ り 、 令和元年６ 月１ 日以後におい

　 　 　 　 　 　 　 　 ては、 国の指定を受けていない地方団体への寄附は、 ふる さ と 納税

　 　 　 　 　 　 　 　 の対象外と なり ま し たので、 ご注意願いま す。

　 　 　 　 　（ ２ ） 埼玉県共同募金会・ 日本赤十字社埼玉県支部への寄附金

　 　 　 　 　 　 　 住所地の都道府県共同募金会・ 日本赤十字社支部への寄附金のう ち、

　 　 　 　 　 　 総務大臣の承認を 受けたも のについては、 市民税・ 県民税で寄附金税額

　 　 　 　 　 　 控除が受けら れま す。

　 　 　 　 　 　 　 寄附金額のう ち 2, 000 円を超える 部分が、 控除対象寄附金額になり ま

　 　 　 　 　 　 す。 こ の控除対象寄附金額の６ ％が市民税から 、４ ％が県民税から 控除

　 　 　 　 　 　 さ れま す。

　 　 　 　 　 　 　 ○　 市民税から 控除さ れる 税額：（ 寄附金額－2, 000 円） ×６ ％

　 　 　 　 　 　 　 ○　 県民税から 控除さ れる 税額：（ 寄附金額－2, 000 円） ×４ ％

　 　 　 　 　 　 　 ※　 寄附金額は、 総所得金額等の３ ０ ％が限度額と なり ま す。

A

Q
　市民税 ・ 県民税で寄附金税額控除の対象になる寄附金にはどのようなものがありますか。
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　 　 　 　 　（ ３ ） 条例によ り 指定し た寄附金

　 　 　 　 　 　 ①　 所得税の控除対象寄附金のう ち、 住所地の地方公共団体が条例によ

　 　 　 　 　 　 　 　 り 指定し た法人への寄附金

　 　 　 　 　 　 ②　 認定・ 特例認定特定非営利活動法人のう ち、 住所地の地方公共団体

　 　 　 　 　 　 　 　 が条例によ り 指定し た法人への寄附金

　 　 　 　 　 　 ③　 認定特定非営利活動法人以外の特定非営利活動法人のう ち、 住所地

　 　 　 　 　 　 　 　 の地方公共団体が条例によ り 指定し た法人への寄附金

　 　 　 　 　 　 ④　 文部科学大臣が指定する 行事の中止等によ り 生じ た入場料金等払戻

　 　 　 　 　 　 　 　 請求権のう ち、 地方公共団体の条例で定める も のを 放棄し た場合に

　 　 　 　 　 　 　 　 おける 当該払戻請求権相当額（ 令和３ 年１ ２ 月３ １ 日ま でに放棄し

　 　 　 　 　 　 　 　 た場合の特例措置）

　 　 　 　 　 　 　 　 越谷市の場合

　 　 　 　 　 　 　 　 ①・ ②については｢越谷市内に主たる 事務所を 有する 法人｣及び「 越

　 　 　 　 　 　 　 谷市内に従たる 事務所を 有する 法人のう ち規則で定める 法人」 を 指定

　 　 　 　 　 　 　 し ま し たので、 こ れら の法人への寄附金が市民税の寄附金税額控除の

　 　 　 　 　 　 　 対象と なり ま す。

　 　 　 　 　 　 　 　 ③について は、 令和７ 年７ 月現在、 指定し た 法人はあ り ま せん。

　 　 　 　 　 　 　 　 ④については、 越谷市・ 埼玉県共に文部科学大臣が指定する 行事は

　 　 　 　 　 　 　 全て対象と なり ま す。

　 　 　 　 　 　 　 　 埼玉県の場合

　 　 　 　 　 　 　 　 ①・ ②については「 埼玉県内に主たる 事務所を 有する 法人」、「 知事

　 　 　 　 　 　 　 又は教育委員会が主務官庁の権限に属する 事務を行う 公益信託、 その

　 　 　 　 　 　 　 他県民の福祉の増進に寄与する も のと し て規則で定める と こ ろによ る

　 　 　 　 　 　 　 法人」 を指定し ていま すので、 こ れら の法人への寄附金が県民税の寄

　 　 　 　 　 　 　 附金税額控除の対象と なり ま す。

　 　 　 　 　 　 　 　 ③については、 埼玉県指定特定非営利活動法人を指定する 条例によ

　 　 　 　 　 　 　 り 、令和７ 年７ 月現在、７ の特定非営利活動法人が指定さ れていま す。

　 　 　 　 　 　 　 　 控除さ れる 税額の計算方法は（ ２ ） と 同様です。

　 　 　 　 　 　 　 ※　 指定さ れている 法人については、 越谷市ホームページ及び埼玉県

　 　 　 　 　 　 　 　 ホームページでご確認く ださ い。

　 　 　 　 　 　 　 　 ④については、 文部科学省ホームページで指定さ れている 行事を ご

　 　 　 　 　 　 　 確認く ださ い。
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寄附者

　 　 　 　 　 ふる さ と 納税と は、 地方公共団体（ 都道府県・ 市区町村） に、 現金で寄附

　 　 　 　 を し た場合、 翌年度の市民税・ 県民税から 一定額が控除さ れる と いう 仕組み

　 　 　 　 です。

A

Q
　ふるさと納税とはどのようなものですか。

【 ふる さ と 納税の仕組みについて】

＜例＞　 越谷市にお住ま いの方が、Ａ 市に「 ふる さ と 納税」 をする 場合

１ 　 令和７ 年１ 月１ 日から 令和７ 年１ ２ 月３ １ 日ま でに、越谷市にお住ま

　 　 いの方が、Ａ 市に寄附する 。

２ 　 令和８ 年３ 月１ ５ 日ま でに、 税務署に確定申告する 。

３ 　 令和７ 年分の所得税と 令和８ 年度の市民税・ 県民税から 控除さ れる 。

手続き等
市民税・県民税の寄附金税額控除の適用を受けるためには

　  　　が必要となります。

　市民税・県民税の寄附金税額控除を受けるためには、毎年１月１日～１２月３１日までに行った寄附に

ついて、翌年３月１５日までに最寄りの税務署に所得税の確定申告を行っていただく必要があります。

その際、寄附先などからもらった領収書などを申告書に添付または提示することが必要ですので、注意

して下さい。

※　市民税・県民税の寄附金税額控除だけを受けようとする場合には、所得税の確定申告の代わりに、住所地の市区町村に市民税・県民税申告書による

　申告を行っても構いません。この場合、所得税の控除は受けられませんので、ご注意ください。

【 控除さ れる 額】　 ①と ②の合計額が税額控除さ れま す。

　 ①（ 国の指定を 受けた地方公共団体に対する 寄附金－2, 000 円） ×１ ０ ％

　 ②（ 国の指定を 受けた地方公共団体に対する 寄附金－2, 000 円）

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ×（ ９ ０ ％－所得税率 ×１ . ０ ２ １ ）

　 ● 所得税率は、 所得に応じ て「 ０ ％〜４ ５ ％」 と なり ま す。

　 　 　 ※　 実際の所得税率と は異なる 率と なる 場合があり ま す。

　 ●　 ②の額については市民税・ 県民税所得割額（ 調整控除後） の２ ０ ％が限度

　 　 　 　 になり ま す。

　 　 　 　※　 令和７ 年度分については、 定額減税前の市民税・ 県民税所得割額（ 調整控除後） が適用さ れま す。

【 控除対象寄附金額】 総所得金額等の３ ０ ％

※　 ワ ンス ト ッ プ特例制度の適用を 受ける 場合を 除く 。（ ２ ７ ページ参照）

申告
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寄附

寄附者

特例申請受付書の交付

④市民税・ 県民税
　 の控除

※　 国の指定を受けた
　 ふる さ と 納税制度の
　 適用対象団体に限る 。
　（ 26 ページ下段参照）

　 　 　 　 　 平成２ ７ 年４ 月１ 日以後に行う ふる さ と 納税から 「 ふる さ と 納税ワ ンス ト

　 　 　 　 ッ プ特例制度」 が創設さ れま し た。

　 　 　 　 　 こ れは、 確定申告をする 必要のない給与所得者等がふる さ と 納税を行う 場

　 　 　 　 合、 ふる さ と 納税先団体が５ 団体以内の場合であっ て、 ふる さ と 納税に伴う

　 　 　 　 寄附金控除以外の控除について確定申告を 行わない場合など 、 一定の要件に

　 　 　 　 該当する と き は、 ふる さ と 納税を 行う 際に、 各ふる さ と 納税先団体に申告特

　 　 　 　 例申請書を 提出する こ と で、 確定申告を 行わなく ても 、 市民税・ 県民税にお

　 　 　 　 いて、 所得税減税分相当額も 含めた額によ る 寄附金税額控除が受けら れる 申

　 　 　 　 告特例の制度です。

A

Q
　ふるさと納税ワンストップ特例制度とはどのようなものですか。

２７

市 

民 

税



　 　 　 　 　 所得税の住宅ロ ーン控除の適用者に対し て、 次の（ １ ） と （ ２ ） のいずれ

　 　 　 　 か小さ い額を 市民税・ 県民税から 控除する 制度です。

　 　 　 　 （ １ ） 所得税の住宅ロ ーン控除可能額のう ち所得税で控除し き れなかっ た額

　 　 　 　 （ ２ ） ①〈 平成２ ６ 年３ 月３ １ 日ま で及び令和４ 年１ 月１ 日以降（ ※） の

　 　 　 　 　 　 　 　 　 入居の場合〉

　 　 　 　 　 　 　 　  ・ 所得税の課税総所得金額等の額×５ ％

　 　 　 　 　 　 　 　  ［ 控除限度額］  97, 500 円（ 市民税58, 500 円・ 県民税39, 000 円）

　 　 　 　 　 　 　 ②〈 平成２ ６ 年４ 月１ 日から 令和３ 年１ ２ 月３ １ 日ま での入居で

　 　 　 　 　 　 　 　 　 消費税率が８ ％ま たは１ ０ ％で購入し た場合〉

　 　 　 　 　 　 　 　  ・ 所得税の課税総所得金額等の額×７ ％

　 　 　 　 　 　 　 　  ［ 控除限度額］ 136, 500 円（ 市民税81, 900 円・ 県民税54, 600 円）

　 　 　 　 　 　 　 　 ※　 令和４ 年中の入居で、 住宅の取得等の対価ま たは費用の額に含

　 　 　 　 　 　 　 　 　 まれる 消費税額等が１ ０ ％の税率によ り 課さ れる べき も のであり 、

　 　 　 　 　 　 　 　 　 かつ、 次の期間内に住宅の取得等に係る 契約を 締結し た場合は、

　 　 　 　 　 　 　 　 　 （ ２ ） ②が適用さ れま す。

　 　 　 　 　 　 　 　  ・ 注文住宅を新築する 場合： 令和２ 年１ ０ 月から 令和３ 年９ 月ま で

　 　 　 　 　 　 　 　  ・ 分譲住宅等を取得する場合： 令和２ 年１ ２ 月から 令和３ 年１ １ 月まで

　 　 　 　 【 対象者】

　 　 　 　 　 　 所得税の住宅ロ ーン控除の適用者のう ち、 平成２ ７ 年から 令和７ 年ま で

　 　 　 　 　 　 の間に入居し たも の

　 　 　 　 【 申告手続】

　 　 　 　 　 　 市町村に対する 申告は不要です。

　 　 　 　 　 　 ただし 、 年末調整ま たは確定申告で所得税の住宅ロ ーン控除を申告する

　 　 　 　 　 必要があり ます。 手続き の詳細については、 税務署へお問い合わせく ださ い。

　 　 　 　 　 　 ※　 東日本大震災の被災者支援によ る 特例あり

A

Q
　市民税・県民税の住宅ローン控除とはどのようなものですか。

2 7
7
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　 　 　 　 　 令和７ 年分において、 所得税の確定申告で住宅ロ ーン控除を 申告する 必要

　 　 　 　 があり ま す。

　 　 　 　 　 ま た、 控除適用２ 年目以後においても 、 年末調整で住宅ロ ーン控除を 適用

　 　 　 　 し ていない場合は、 所得税の確定申告で住宅ロ ーン控除を 申告する 必要があ

　 　 　 　 り ま す。

　 　 　 　 　 なお、 子育て世帯等に係る 住宅ロ ーン控除については、 令和６ 年度税制改

　 　 　 　 正によ リ 、 次のと おり 拡充がさ れていま す。 要件に該当する 場合は、 拡充後

　 　 　 　 の内容が適用さ れま す。

【 参考】 子育て世帯等に係る 住宅借入金等特別税額控除制度の拡充　 　 　

　 　 　 　 （ 令和７ 年度分以後について適用）

　 　 　 　 子育て世帯・ 若者夫婦世帯への支援強化の必要性や、 現下の急激

　 　 　 　 な住宅価格の上昇等の状況を 踏ま え、 住宅借入金等特別税額控除

　 　 　 　 の拡充が行われま し た。

A

Q
　令和７年８月に住宅を購入・入居しましたが、 市民税・県民税の住宅ローン控除

の適用を受けるためには、 どのような手続きをすればよいですか。なお、私 (４０

歳）の家族は、妻 (３９歳）と子 (１０歳）がいます。

対象者  

( １ ) 年齢４ ０ 歳未満であって配偶者を有する 者

( ２ ) 年齢４ ０ 歳以上であって年齢４ ０ 歳未満の配偶者を有する 者

( ３ ) 年齢１ ９ 歳未満の扶養親族を 有する 者

　 　 のいずれかに該当する 個人

内　容  

( １ ) 年齢１ ９ 歳未満の扶養親族を 有する 者又は本人若し く は配偶者のいず

　 　 れかが年齢４ ０ 歳未満の者で、 認定住宅等の新築等を し て令和６ 年中

　 　 に入居し た場合の住宅借入金等の借入限度額が拡充さ れま す。

( ２ ) 合計所得金額が1, 000万円以下の者に限り 床面積要件を ４ ０ ㎡以上と

　 　 する 緩和措置については、 令和６ 年１ ２ 月３ １ 日ま でに建築確認を

　 　 受けた新築住宅が対象と なり ま す。

住 　 宅 　 区 　 分

認  定  住  宅

ZEH 水準省エネ住宅

省エネ基準適合住宅

子育て特例対象以外

4 , 5 0 0 万 円

3 , 5 0 0 万 円

3 , 0 0 0 万 円

子育て特例対象

5 , 0 0 0 万 円

4 , 5 0 0 万 円

4 , 0 0 0 万 円
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